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変 更 後 現 行 

（株主名簿管理人、事務取扱場所および取次所） 

第 ２ 条  当会社の株主名簿管理人、同事務取扱場

所、および同取次所は次のとおりとする。

 株主名簿管理人 

東京都千代田区丸の内一丁目４番

５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

同事務取扱場所 

東京都千代田区丸の内一丁目４番

５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

証券代行部 

同 取 次 所 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全

国各支店 

本規程による手続きおよび当会社が株

主名簿管理人に事務を委託した事項に

ついての請求または届出等の手続き

は、株主名簿管理人に対して行うもの

とする。 

ただし、実質株主が本規程に定める請

求または届出等を行う場合には、本規

程に特に定めるものを除き、証券保管

振替機構（以下「機構」という）また

は機構の参加者（以下「参加者」とい

う）の定めるところにしたがい、機構

または参加者を経由して行うものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（名義書換代理人、事務取扱場所、取扱所および取次所）

第 ２ 条  当会社の名義書換代理人、同事務取扱場

所、同事務取扱所および同取次所は次のと

おりとする。 

 名義書換代理人 

東京都千代田区丸の内一丁目４番

５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

同事務取扱場所 

東京都千代田区丸の内一丁目４番

５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

証券代行部 

同 取 次 所 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全

国各支店 

本規程による手続および当会社が名義

書換代理人に事務を委託した事項につ

いての請求または届出等の手続は、名義

書換代理人に対して行うものとする。 

ただし、実質株主が本規程に定める届出

等を行う場合には、本規程に特に定める

ものを除き、財団法人証券保管振替機構

（以下「機構」という）又は参加者の定

めるところにしたがい、機構又は参加者

を経由して行うものとする。 
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変 更 後 現 行 

（株券の種類） 

第 ３ 条  当会社が発行する株券の種類は 1 株券お

よび 10 株券の２種類とする。ただし、必

要があるときは、上記以外の株式数を表

示した株券を発行することができる。 

②機構名義の株式については、前項の規定

にかかわらず、その請求に基づき前項に

定める株式数以外の株式数を表示した株

券を発行することができる。 

（株券の種類） 

第 ３ 条  当会社が発行する株券の種類は 1株券、10

株券の２種類とする。ただし、必要がある

ときは、上記以外の株式数を表示した株券

を発行することができる。 

②機構名義の株式については、前項の規定に

かかわらず、その請求に基づき前項に定め

る株数以外の株数を表示した株券を発行

することができる。 

（請求または届出等） 

第 ４ 条  本規程による請求または届出等は、当会

社の定める書式により、第 15 条の規定に

よる届出印を押印しなければならない。

②請求または届出等について、代理人より

行うときは、代理権を証明する書面を、

保佐人または補助人の同意を要するとき

は同意を証明する書類を、提出しなけれ

ばならない。 

（請求、届出または申出方式） 

第 ４ 条  本規程による請求、届出または申出は、当

会社の定める書式により、これに第 14 条

の規定による届出印を押印しなければな

らない。 

②請求、届出または申出について、代理人に

より行うときは、代理権を証する書面を、

保佐人または補助人の同意を要するとき

は同意を証する書類を、提出しなければな

らない。 

第 ２ 章  名義書換 

 

（名義書換） 

第 ５ 条  株主名簿への記載または記録（以下「名

義書換」という）を請求するときは、所

定の請求書に株券を添えて提出しなけれ

ばならない。 

②譲渡以外の事由により株式を取得した者

が名義書換を請求するときは、前項の手続

きによるほか、取得を証明する書面を提出

しなければならない。ただし、株券が発行

されていないときは、株券の提出を要しな

い。 

 

 

第 ２ 章  名義書換 

 

（名義書換） 

第 ５ 条  株式の名義書換を請求するときは、請求書

に株券を添えて提出しなければならない。

②譲渡以外の事由により株式を取得した者

が名義書換を請求するときは、当会社の請

求によりこれを証する書面および株券を

提出しなければならない。 
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変 更 後 現 行 

第 ３ 章  実質株主名簿 

 

（実質株主の通知） 

第 ７ 条  実質株主が、当会社の実質株主名簿への

記載または記録を請求するときは、その

口座を有する機構または参加者に対し、

実質株主名簿に記載または記録すべき氏

名および住所その他必要な事項を届け

出、法令および機構の定める規則により、

当会社の株主名簿管理人に実質株主とし

て通知されなければならない。 

第 ３ 章  実質株主名簿 

 

（実質株主の通知） 

第 ７ 条  実質株主が、当会社の実質株主名簿への記

載を請求するには、その口座を有する機構

又は参加者に対し、実質株主名簿に記載す

べき氏名及び住所その他必要な事項を届

出、法令及び機構の定める規則により、当

会社の名義書換代理人に実質株主として

通知されなければならない。 

（実質株主名簿と株主名簿の合算） 

第 ９ 条  実質株主名簿に記載または記録された実

質株主の氏名および住所が株主名簿に記

載または記録された氏名および住所と同

一であると認められるときは、株主権の

行使に関しては、それぞれの株式数を合

算する。 

（実質株主名簿と株主名簿の合算） 

第 ９ 条  実質株主名簿に記載された実質株主の氏

名及び住所が株主名簿に記載された氏名

及び住所と同一であると認められるとき

は、株主権の行使に当たり、実質株主名簿

に記載された株数と株主名簿に記載され

た株数とを合算する。 

第 ４ 章   新株予約権原簿 

 

（新株予約権原簿への記載または記録） 

第１０条 新株予約権原簿への記載または記録を

請求するときは、所定の請求書を提出

しなければならない。 

 

（新設） 

第 ５ 章  質権および信託 

 

（質権の登録または抹消） 

第１１条  株式につき質権の登録、変更またはその

抹消を請求するときは、請求書に質権設

定者および質権者が連署し、株券を添え

て提出しなければならない。 

②実質株主が質権の登録、変更またはその

抹消を請求するときは、前項にかかわら

ず、その口座を有する機構または参加者

にその旨を申し出るものとする。 

第 ４ 章  質権及び信託 

 

（質権の登録または抹消） 

第１０条  株式につき質権の登録、変更またはその抹

消を請求するときは、請求書に質権設定者

および質権者が連署し、株券を添えて提出

しなければならない。 

②実質株主が質権の登録、変更又はその抹

消を請求するときは、前項にかかわらず、

その口座を有する機構又は参加者にその

旨を申し出るものとする。 
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変 更 後 現 行 

（信託財産の表示または抹消） 

第１２条  株式につき信託財産の表示またはその抹

消を請求するときは、委託者または受託

者が請求書に株券を添えて提出しなけれ

ばならない。 

②実質株主が信託財産の表示またはその抹

消を請求するときは、前項にかかわらず、

その口座を有する機構または参加者にそ

の旨を申し出るものとする。 

（信託財産の表示または抹消） 

第１１条  株式につき信託財産の表示またはその抹

消を請求するときは、委託者または受託者

が請求書に株券を添えて提出しなければ

ならない。 

②実質株主が信託財産の表示又はその抹消

を請求するときは、前項にかかわらず、そ

の口座を有する機構又は参加者にその旨

を申し出るものとする。 

第 ６ 章  株券不所持 

 

（株券不所持の申出） 

第１３条  株券不所持の申出をするときは、申出書

に株券を添えて提出しなければならな

い。ただし、株券が発行されていないと

きは、株券の提出を要しない。 

②前項の申出があったときは、当会社は株

券を不発行とする。 

第 ５ 章  株券不所持 

 

（株券不所持の申出） 

第１２条  株券不所持の申出をするときは、申出書に

株券を添えて提出しなければならない。た

だし、株券が発行されていないときは、株

券の提出を要しない。 

②前項の申出があったときは、当会社は株券

を不発行とする。 

（不所持株券の発行請求） 

第１４条  株券不所持の申出をした株主が株券の発

行を請求するときは、その旨の請求書を

提出しなければならない。 

（不所持株券の交付請求） 

第１３条  株券不所持の申出をした株主が株券の発

行または返還を請求するにはその旨の請

求書を提出しなければならない。 

第 ７ 章  諸  届 

 

（株主等の住所、氏名および印鑑の届出） 

第１５条  株主、実質株主、登録株式質権者または

それらの法定代理人は、住所、氏名およ

び印鑑を届け出なければならない。ただ

し、外国人は署名鑑をもって印鑑に代え

ることができる。 

②前項の届出事項に変更があったときは、

その旨を届け出なければならない。ただ

し、前項の届出のうち、実質株主の届出

印鑑のみを変更する場合には、直接当会

社の株主名簿管理人に届出るものとす

る。 

第 ６ 章  諸  届 

 

（株主等の住所、氏名および印鑑の届出） 

第１４条  株主、実質株主、登録質権者またはそれら

の法定代理人は、住所、氏名および印鑑を

届け出なければならない。ただし、外国人

は署名鑑をもって印鑑に代えることがで

きる。 

②前項の届出事項に変更があったときは、そ

の旨を届け出なければならない。ただし、

前項の届出のうち、実質株主の届出印鑑の

みを変更する場合には、直接名義書換代理

人に届出るものとする。 



 6

変 更 後 現 行 

（外国居住株主等の通知を受くべき場所の届出） 

第１６条  外国に居住する株主、実質株主、登録株

式質権者またはそれらの法定代理人は、

前条の手続きのほか、日本国内に常任代

理人を選任するかまたは通知を受くべき

場所を定めて、これを届け出なければな

らない。 

②常任代理人には前条の規定を準用する。

（外国居住株主等の通知を受くべき場所の届出） 

第１５条  外国に居住する株主、実質株主、登録質権

者またはそれらの法定代理人は、前条の手

続のほか、日本国内に常任代理人を選任す

るかまたは通知を受くべき場所を定めて

届け出なければならない。 

②常任代理人には前条の規定を準用する。

（法人の代表者） 

第１７条  株主または実質株主が法人であるとき

は、その代表者１名を定めこれを届け出

なければならない。 

②代表者を変更したときは、届出書に登記

簿抄本を添えて届け出なければならな

い。 

（法人の代表者） 

第１６条  株主または実質株主が法人であるときは、

その代表者１名を定めこれを届け出なけ

ればならない。 

②代表者を変更したときは、届出書に登記

簿抄本を添えて届け出なければならない。

（共有株式の代表者） 

第１８条  株式を共有する株主または実質株主は、

その代表者１名を定め、これを届け出な

ければならない。代表者を変更したとき

も同様とする。 

（共有株式の代表者） 

第１７条  株式を共有する株主または実質株主は、

その代表者１名を定めこれを届け出なけ

ればならない。代表者を変更したときも

同様とする。 

（株主名簿、実質株主名簿および株券の表示変更） 

第１９条  次に掲げる事由により株主名簿、実質株

主名簿および株券の表示の変更をしよう

とするときは、届出書に株券およびその

事実を証明する書面を添えて提出しなけ

ればならない。ただし、株券が発行され

ていないときおよび実質株主名簿の表示

変更については、株券の提出を要しない。

       1 改姓、改名 

            2 親権者、後見人等の法定代理人等の

設定、変更または解除 

            3 商号または法人名称の変更 

4 法人組織の変更 

 

 

（株主名簿、実質株主名簿および株券の表示変更） 

第１８条  次に掲げる事由により株主名簿、実質株主

名簿および株券の表示の変更をしようと

するときは、届出書に株券およびその事実

を証する書面を添えて提出しなければな

らない。ただし、株券が発行されていない

ときおよび実質株主名簿の表示変更につ

いては株券の提出を要しない。 

1 改姓、改名 

2 親権者、後見人等の法定代理人等の設

定、変更または解除 

3 商号または法人名称の変更 

4 法人組織の変更 
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変 更 後 現 行 

（端株主への準用） 

第２０条  本章の規定は、端株主について準用する。

（端株主への準用） 

第１９条  本章の規定は、端株主について準用す

る。 

（新株予約権者） 

第２１条 新株予約権者の届出事項に変更があった

ときは、その旨届け出なければならない。

 

（新設） 

第 ８ 章  株券の再発行 

 

（分割または併合による再発行） 

第２２条  株券の分割または併合により新株券の発

行を請求するときは、請求書に株券を添

えて提出しなければならない。 

第 ７ 章  株券の再発行 

 

（分割または併合による再発行） 

第２０条  株券の分割または併合により新株券の発

行を請求するときは、請求書に株券を添え

て提出しなければならない。 

 

（削除） 

（喪失による再発行） 

第２１条  株券の喪失により新株券の発行を請求す

るときは、請求書に除権判決の正本または

謄本を添えて提出しなければならない。 

（汚損または毀損による再発行） 

第２３条  株券の汚損または毀損により新株券の発

行を請求するときは、請求書に株券を添

えて提出しなければならない。ただし、

株券の真偽を判別しがたいときは、第9章

の規定によるものとする。 

（汚損または段損による再発行） 

第２２条  株券の汚損または段損により新株券の発

行を請求するときは、請求書に株券を添え

て提出しなければならない。ただし、株券

の真偽を判別しがたいときは前条による

ものとする。 

（満欄による再発行） 

第２４条  株券の株主名表示欄が満欄になったとき

は、当会社はこれを回収して新株券を発

行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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変 更 後 現 行 

第 ９ 章    株券喪失登録等 

 

（株券喪失登録請求） 

第２５条 株券喪失登録を請求するときは、請求書

に株券の取得の事実を証明する書面およ

び株券の喪失の事実を証明する書面なら

びに本人確認書類を添えて提出しなけれ

ばならない。ただし、名義人が株券喪失

登録を請求するときは、株券の取得の事

実を証明する書面および本人確認書類の

提出を要しない。 

 

 

 

 

（新設） 

（株券喪失登録者による抹消の申請） 

第２６条 株券喪失登録者が前条の登録を抹消する

ときは、申請書を提出しなければならな

い。 

 

（新設） 

（株券所持者による抹消の申請） 

第２７条    株券喪失登録がなされた株券を所持する

者が当該株券喪失登録の抹消を申請する

ときは、申請書に株券および本人確認書

類を添えて提出しなければならない。た

だし、株主または登録株式質権者が申請

をするときは、本人確認書類の提出を要

しない。 

 

 

 

（新設） 

（諸届の準用） 

第２８条    株券喪失登録者が株券喪失登録簿の記載

または記録を変更するときは、第１５条

から第２０条の規定を準用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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変 更 後 現 行 

第 １０ 章  端株の買取り 

 

（端株の買取り） 

第２９条  端株の買取りを請求するときは、所定の

請求書を提出しなければならない。 

②前項の場合において、端株の買取りを請

求する者は、買取価格を指定することが

できないものとする。 

③端株の買取りを請求した者は、その請求

を撤回することができない。 

④実質株主が第１項の請求をするときは、

その口座を有する機構および参加者を経

由するものとする。 

第 ８ 章  端株の買取り 

 

（端株の買取り） 

第２３条  端株の買取りを請求するときは、請求書を

提出しなければならない。 

②前項の場合において、端株の買取りを請

求する者は、買取価格を指定することが

できないものとする。 

③端株の買取りを請求した者は、その請求を

撤回することができない。 

④実質株主が第１項の請求をするときは、そ

の口座を有する機構および参加者を経由

するものとする。 

（買取価格の決定） 

第３０条  端株の買取請求がなされた場合の買取価

格は、請求が第２条に定める株主名簿管

理人の事務取扱場所または取次所に到着

した日の株式会社ジャスダック証券取引

所の公表する最終価格に、買取りを請求

する端株の１株に対する割合を乗じた額

とする。ただし、その日に売買取引がな

いときは、その翌日以降、最初に売買取

引がなされた日の最終価格に相当する額

に、買取りを請求する端株の１株に対す

る割合を乗じた額とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（買取価格の決定） 

第２４条  端株の買取請求がなされた場合の買取価

格は、請求が第２条に定める事務取扱場所

又は取次所に到着した日の株式会社ジャ

スダック証券取引所の公表する最終価格

に株数を乗じた額とする。ただし、その日

に売買取引がないときは、その翌日以降、

最初に売買取引がなされた日の最終価格

に相当する額に、その請求にかかる株式数

を乗じた額とする。 
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変 更 後 現 行 

（買取代金の支払い） 

第３１条  端株の買取代金は、買取価格が決定し、

かつ買取請求が第２条に定める株主名簿

管理人の事務取扱場所に到着した日から

４営業日目に買取請求者に支払う。ただ

し、第２条に定める株主名簿管理人の取

次所において買取請求を受理したときの

買取代金は、買取価格が決定し、かつ買

取請求が株主名簿管理人の取次所に到着

した日から７営業日目に買取請求者に支

払う。 

②前項の規定にかかわらず、買取価格が剰

余金の配当（中間配当を含む）、株式の分

割等の権利付価格であるときは、基準日

までに支払うものとする。 

（買取代金の支払い） 

第２５条  端株の買取代金は、買取価格が決定し、か

つ買取請求が第２条に定める事務取扱場

所に到着した日から４営業日目に買取請

求者に支払う。ただし、第２条に定める事

務取次所において買取請求を受理したと

きの買取代金は、買取価格が決定し、かつ

買取請求が事務取次所に到着した日から

７営業日目に買取請求者に支払う。 

 

②前項の規定にかかわらず、買取価格が利

益配当（中間配当を含む）、株式の分割（無

償交付）、新株引受権（転換社債又は新株

引受権付社債の引受権を含む）を受ける権

利付価格であるときは、そのための決算

期日、基準日、割当日の前日までに、権

利落価格であるときは、決算期日、基準

日、割当日の翌営業日以降に支払うもの

とする。 

（買取端株の移転の時期） 

第３２条  買取請求のあった端株の権利は、当会社

が前条に定める買取代金の支払い手続を

完了したときに当会社に移転する。 

（買取端株の移転の時期） 

第２６条  買取請求のあった端株の権利は、当会社が

前条に定める買取代金につき支払のため

の手続を完了したときに当会社に移転す

る。 

第 １１ 章  手 数 料 

 

（手数料） 

第３３条  当会社の株式および端株の取扱いに関す

る手数料は、無料とする。 

第 ９ 章  手 数 料 

 

（手数料） 

第２７条  当会社の株式ならびに端株の取扱いに関

する手数料は、無料とする。 

 

以  上 


